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１．基本方針 

1.1 新規制基準への適合状況 

通信連絡設備に関する要求事項とその適合状況は，以下のとおりである。 

・「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則」第三十五条（通信連絡設備） 

新規制基準の項目 適合状況 

工場等には、設計基準事故が発生した場合において

工場等内の人に対し必要な指示ができるよう、警報装

置（安全施設に属するものに限る。）及び多様性を確保

した通信連絡設備（安全施設に属するものに限る。）を

設けなければならない。 

 

【解釈】 

１ 第１項に規定する「通信連絡設備」とは、原子炉

制御室等から人が立ち入る可能性のある原子炉建

屋、タービン建屋等の建屋内外各所の者への操作、

作業又は退避の指示等の連絡を、ブザー鳴動等に

より行うことができる装置及び音声により行うこ

とができる設備をいう。 

 

 

中央制御室及び緊急時対策所から，人が立ち入る可能性のある

建屋内外各所の者への操作，作業又は退避の指示等の連絡を音声

等により行うことができる，送受話器及び電力保安通信用電話設

備を整備し，多様性を備えた設計とする。 
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２ 工場等には、設計基準事故が発生した場合におい

て発電用原子炉施設外の通信連絡をする必要があ

る場所と通信連絡ができるよう、多様性を確保し

た専用通信回線を設けなければならない。 

 

【解釈】 

２ 第２項に規定する「通信連絡する必要がある場所

と通信連絡ができる」とは、所外必要箇所への事

故の発生等に係る連絡を音声により行うことがで

きる通信連絡設備、及び所内（原子炉制御室等）

から所外の緊急時対策支援システム（ＥＲＳＳ）

等へ必要なデータを伝送できる設備を常時使用で

きることをいう。 

 

３ 第２項に規定する「多様性を確保した専用通信回

線」とは、衛星専用ＩＰ電話等、又は発電用原子

炉設置者が独自に構築する専用の通信回線若しく

は電気通信事業者が提供する特定顧客専用の通信

回線等、輻輳等による制限を受けることなく使用

できるとともに、通信方式の多様性（ケーブル及

び無線等）を備えた構成の回線をいう。 

 

発電所外との通信連絡設備は，常時使用できるよう，以下の多

様性を確保した専用通信回線に接続する設計とする。 

○当社が構築する専用の電力保安通信用回線（有線系及び多重無

線系）に接続している保安電話  

○通信事業者が提供する特定顧客専用の通信回線（衛星系）に接

続している社内テレビ会議システム及び衛星保安電話 

○通信事業者が提供する回線に接続している災害時優先加入電話

及び衛星電話 

○通信事業者が提供する統合原子力防災ネットワーク専用回線

（有線系および衛星系）に接続しているＩＰ電話， 

ＩＰ－ＦＡＸ及びテレビ会議システム 

 

 また，所外の緊急時対策支援システム（ＥＲＳＳ）等へ必要な

データを伝送するため，耐震型緊急時安全パラメータ表示・伝送

システム（Ｅ－ＳＰＤＳ）を２号炉制御建屋に設置し，常時使用

できるよう，以下の多様性を確保した専用通信回線に接続する。 

○通信事業者が提供する統合原子力防災ネットワーク専用回線

（有線系及び衛星系）に接続し，データセンターにデータを伝

送する。 

４ 第３５条において、通信連絡設備等については、

非常用所内電源系又は無停電電源に接続し、外部

電源が期待できない場合でも動作可能でなければ

ならない。 

通信連絡設備等については，以下のとおり，非常用所内電源，

通信用電源装置，直流電源設備，無停電電源装置，通信連絡用電

源装置及び乾電池により，外部電源が期待できない場合でも動作

可能な設計とする。 
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・「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則」第六十二条（通信連絡を行うために必

要な設備） 

新規制基準の項目 適合状況 

発電用原子炉施設には、重大事故等が発生した場合

において当該発電用原子炉施設の内外の通信連絡をす

る必要のある場所と通信連絡を行うために必要な設備

を設けなければならない。 

 

【解釈】 

１ 第６２条に規定する「発電用原子炉施設の内外の

通信連絡をする必要のある場所と通信連絡を行うた

めに必要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこれ

と同等以上の効果を有する措置を行うための設備を

いう。 

ａ）通信連絡設備は、代替電源設備（電池等の予備

電源設備を含む。）からの給電を可能とすること。 

 

重大事故等が発生した場合において，発電所内の必要がある場

所と通信連絡ができるよう，発電所内の通信連絡設備として，携

行型通話装置，衛星電話及びトランシーバーを設置する設計とす

る。 

また，発電所外の必要がある場所と通信連絡ができるよう，発

電所外との通信連絡設備として衛星電話設備及び統合原子力防災

ネットワークに接続する通信連絡設備を設置する設計とする。 

なお，携行型通話装置，衛星電話，トランシーバー及び統合原

子力防災ネットワークに接続する通信連絡設備は，ガスタービン

発電機，電源車及び乾電池等から給電可能な設計とする。 
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・「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則」第六十一条（緊急時対策所） 

新規制基準の項目 適合状況 

第三十四条の規定により設置される緊急時対策所

は、重大事故等が発生した場合においても当該重大事

故等に対処するための適切な措置が講じられるよう、

次に掲げるものでなければならない。 

 

 二 重大事故等に対処するために必要な指示ができ

るよう、重大事故等に対処するために必要な情報を把

握できる設備を設けたものであること。 

 

 

 

 

 三 発電用原子炉施設の内外の通信連絡をする必要

のある場所と通信連絡を行うために必要な設備を設け

たものであること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 重大事故等が発生した場合においては，緊急時対策所により，

当該重大事故等に対処するための適切な措置を講じることができ

る。 

 

 

重大事故等が発生した場合において，事故状態を把握するため

に必要なプラントパラメータを収集するために，耐震型緊急時安

全パラメータ表示・伝送システム(E-SPDS)を２号炉制御建屋に設

置する。 

重大事故等に対処するために必要な情報を把握することができ

るよう，E-SPDS データ表示装置等を緊急時対策所に設置する。 

 

発電所内の関係要員に対して必要な指示ができる通信連絡設備

（発電所内），並びに発電所外の関連箇所と専用であって多様性を

備えた通信回線に接続できる通信連絡設備（発電所外）を設置す

る。 
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【解釈】 

１ 第１項及び第２項の要件を満たす緊急時対策所と

は、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果

を有する措置を行うための設備を備えたものをい

う。 

 

ａ）基準地震動による地震力に対し、免震機能等によ

り、緊急時対策所の機能を喪失しないようにすると

ともに、基準津波の影響を受けないこと。 

 

 

緊急時対策所は３号炉原子炉建屋内に設置していることから，

基準地震動による地震力に対し，機能を喪失することはない。ま

た，基準津波に対して防潮堤を設置することにより，津波の影響

は受けない。 

通信連絡設備（衛星電話等）や重大事故等に対処するために必

要なデータを把握する設備（E-SPDS データ表示装置等）について

は，固縛，転倒防止措置を行うことにより，基準地震動による地

震力に対し機能を喪失しない。 
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・「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」第四十七条（警報装置等） 

新規制基準の項目 適合状況 

４ 工場等には、一次冷却系統に係る発電用原子炉施

設の損壊又は故障の際に発電用原子炉施設内の人に

対し必要な指示ができるよう、警報装置及び多様性

を確保した通信連絡設備を施設しなければならな

い。 

 

【解釈】 

５ 第４項に規定する「一次冷却系統に係る発電用原

子炉施設の損壊又は故障」とは、事故の発生等（一

次冷却系に係る発電用原子炉施設の損傷又は故障を

含む。）に伴い従業員等の一時退避、事故対策のため

の集合等を要する事態をいう。 

 

６ 第４項に規定する「警報装置及び多様性を確保し

た通信連絡設備」とは、原子炉制御室等から人が立

ち入る可能性のある原子炉建屋、タービン建屋等の

建屋内外各所の人に操作、作業、退避の指示等の連

絡を、ブザー鳴動等により行うことができる設備及

び音声により行うことができる設備をいう。 

 

 

設置許可基準規則 第三十五条第一項に同じ 
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新規制基準の項目 適合状況 

５ 工場等には、設計基準事故が発生した場合におい

て当該発電用原子炉施設外の通信連絡をする必要が

ある場所と通信連絡ができるよう、多様性を確保し

た専用通信回線を施設しなければならない。 

 

【解釈】 

７ 第５項に規定する「当該発電用原子炉施設外の通

信連絡」とは、原子炉制御室等から、使用制限を受

けない専用の通信回線を通じて、所外必要箇所への

事故の発生等（一次冷却系に係る発電用原子炉施設

の損傷又は故障を含む。）に係る連絡をいう。 

 

設置許可基準規則 第三十五条第二項に同じ 
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・「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」第四十六条（緊急時対策所） 

新規制基準の項目 適合状況 

工場等には、一次冷却系統に係る発電用原子炉施設

の損壊その他の異常が発生した場合に適切な措置をと

るため、緊急時対策所を原子炉制御室以外の場所に施

設しなければならない。 

 

【解釈】 

１ 第４６条に規定する「緊急時対策所」の機能とし

ては、一次冷却材喪失事故等が発生した場合におい

て、関係要員が必要な期間にわたり滞在でき、原子

炉制御室内の運転員を介さずに事故状態等を正確に

かつ速やかに把握できること。また、発電所内の関

係要員に指示できる通信連絡設備、並びに発電所外

関連箇所と専用であって多様性を備えた通信回線に

て連絡できる通信連絡設備及びデータを伝送できる

設備を施設しなければならない。 

 

（略） 

 

設置許可基準規則 第六十一条に同じ 
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・「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」第七十六条（緊急時対策所） 

新規制基準の項目 適合状況 

第四十六条の規定により設置される緊急時対策所

は、重大事故等が発生した場合においても当該重大事

故等に対処するための適切な措置が講じられるよう、

次に定めるところによらなければならない。 

 

 二 重大事故等に対処するために必要な指示ができ

るよう、重大事故等に対処するために必要な情報を把

握できる設備を設けること。 

 

 三 発電用原子炉施設の内外の通信連絡をする必要

のある場所と通信連絡を行うために必要な設備を設け

ること。 

 

【解釈】 

１ 第１項及び第２項の要件を満たす緊急時対策所と

は、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果

を有する措置を行うための設備を備えたものをい

う。 

 

ａ）基準地震動による地震力に対し、免震機能等によ

り、緊急時対策所の機能を喪失しないようにすると

ともに、基準津波の影響を受けないこと。 

 

設置許可基準規則 第六十一条に同じ 
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２．通信連絡設備 

  発電所内，外の通信連絡設備として，以下に記載する通信連絡設備を設置

する。 

概要を図２に示す。 

 

 （１）通信連絡設備（発電所内） 

中央制御室，緊急時対策所から建屋内外各所の者への操作，作業又は退

避の指示を行う。 

（２）データ伝送設備（発電所内） 

緊急時対策所へ事故状態等の把握に必要なデータを伝送する。 

（３）通信連絡設備（発電所外） 

発電所外の通信連絡する必要箇所への事故の発生等に係る連絡を行う。 

 （４）データ伝送設備（発電所外） 

発電所外の緊急時対策支援システム（ＥＲＳＳ）等へ必要なデータを伝

送する。 
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図２ 通信連絡設備の概要 
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2.1 通信連絡設備（発電所内）等の概要 

  中央制御室等から人が立ち入る可能性のある建屋内外各所の者への操作，

作業又は退避の指示等の連絡を行うことができる警報装置（送受話器）及び

多様性を確保した通信連絡設備（発電所内）（送受話器，保安電話，携行型通

話装置，無線連絡設備，衛星電話設備）及びデータ伝送設備（発電所内）（耐

震型緊急時安全パラメータ表示・伝送システム（以下，E-SPDS という。）及び

E-SPDS データ表示装置））を設置する。 

  概要を図２－１－１及び図２－１－２に示す。 
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図２－１－１ 通信連絡設備（発電所内）の概要 

［通信連絡設備（発電所外）との共用のものを含む］  
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図２－１－２ データ伝送設備（発電所内）の概要 
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2.2 通信連絡設備（発電所外）等の概要 

  発電所外の社内関係箇所との連絡用として，保安電話，社内テレビ会議シ

ステム及び衛星電話設備等を設置する。保安電話は，当社が構築する電力保

安通信用回線（有線系及び多重無線系）に接続する。社内テレビ会議システ

ムは，当社が構築する電力保安通信用回線（有線系）及び通信事業者が提供

する専用通信回線（衛星系）に接続する。衛星保安電話は，通信事業者が提

供する専用通信回線（衛星系）に接続する。このように発電所外の社内関係

箇所と連絡する設備は，多様性を確保した構成とする。 

  社外との連絡用として，通信事業者が提供する加入電話及び衛星電話設備

を設置する。また，通信事業者が提供する統合原子力防災ネットワーク専用

回線（有線系及び衛星系）に接続する通信連絡設備及び緊急時対策支援シス

テム（ERSS）等へ必要なデータを伝送するデータ伝送設備（発電所外）を設

置する。このように発電所外の社外関係箇所との連絡及びデータ伝送する設

備は，多様性を確保した構成とする。 

  概要を図２－２－１及び図２－２－２に示す。



 

 

1
6
 

 

図２－２－１ 通信連絡設備（発電所外）［社内］の概要 
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図２－２－２ 通信連絡設備（発電所外）［社外］の概要
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2.3 多様性を確保した専用通信回線 

 通信連絡設備（発電所外）及びデータ伝送設備（発電所外）は，常時使用で

きるよう，有線系，無線系又は衛星系の異なる通信方式により多様性を確保し，

輻輳等による制限を受けない専用通信回線に接続する。 

 設備ごとに接続する専用通信回線について表２－３－１に記載し，概要を 

図２－３－１に示す。 

 

表２－３－１ 多様性を確保した専用通信回線 

通信回線種別 主要設備 音声 ﾃﾞｰﾀ 専用 

通信の 

制限

※

 

電力保安 

通信用回線 

有線系 

（光ケーブル） 

保安電話 ○ － ○ ◎ 

保安電話（FAX） － ○ ○ ◎ 

社内テレビ会議システム ○ － ○ ◎ 

データ伝送設備 

（発電所外用） 

E-SPDS － ○ ○ ◎ 

無線系 

（多重無線） 

保安電話 ○ － ○ ◎ 

保安電話（FAX） － ○ ○ ◎ 

データ伝送設備 

（発電所外用） 

E-SPDS － ○ ○ ◎ 

通信事業者 

回線 

有線系 

（メタルケーブル） 

局線加入電話設備 

（災害時優先契約あり） 

加入電話 ○ － － ○ 

加入電話（FAX） － ○ － ○ 

局線加入電話設備 

（災害時優先契約なし） 

加入電話 ○ － － × 

加入電話（FAX） － ○ － × 

衛星系 

衛星保安電話（固定・可搬） ○ － ○ ◎ 

社内テレビ会議システム ○ － ○ ◎ 

衛星電話（固定・携帯） ○ － － ○ 

通信事業者 

回線 

（統合原子

力防災ネッ

トワーク） 

有線系 

（光ケーブル） 

統合原子力防災 

ネットワークに接続する 

通信連絡設備 

IP 電話（有線系） ○ － ○ ◎ 

IP-FAX（有線系） － ○ ○ ◎ 

テレビ会議システム ○ － ○ ◎ 

データ伝送設備 

（発電所外用） 

E-SPDS － ○ ○ ◎ 

本店伝送サーバ － ○ ○ ◎ 

衛星系 

統合原子力防災 

ネットワークに接続する 

通信連絡設備 

IP 電話（衛星系） ○ － ○ ◎ 

IP-FAX（衛星系） － ○ ○ ◎ 

テレビ会議システム ○ － ○ ◎ 

データ伝送設備 

（発電所外用） 

E-SPDS － ○ ○ ◎ 

本店伝送サーバ － ○ ○ ◎ 

無線回線 無線系 無線連絡装置 ○ － ○ ◎ 

 

凡例 【通信の制限】◎：制限なし，○：制限の恐れが少ない，×：制限の恐れがある 

※輻輳のほか，災害発生時等の通信規制を想定。 
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図２－３－１ 多様性を確保した専用通信回線の概要
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2.4 通信連絡設備等の非常用電源及び代替電源設備 

通信連絡設備及びＥＲＳＳ等へ必要なデータを伝送できる設備については，

非常用所内電源又は無停電電源に接続し，代替電源設備から給電可能な設計と

する。 

電源系統図を図２－４－１及び図２－４－２に示し，接続電源の一覧を 

表２－４－１及び表２－４－２に示す。 
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図２－４－１ 通信連絡設備等の非常用電源及び代替電源設備系統図 

［中央制御室］ 
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図２－４－２ 通信連絡設備等の非常用電源及び代替電源設備系統図 

［緊急時対策所］ 
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表２－４－１ 通信連絡設備（発電所内）の電源設備及び代替電源設備 

通信種別 主要設備 非常用電源又は無停電電源 代替電源設備 

通信連絡 

設備 

所内 

送受話器 ハンドセット 

スピーカ 

非常用所内電源， 

通信用電源装置

※２

 

ガスタービン発電機，電源車， 

電源車（緊急時対策所用） 

電力保安通信用電話設備 

 

保安電話

※１

 

 

固定型：非常用所内電源， 

    通信用電源装置

※２

 

携帯型：非常用所内電源， 

    通信用電源装置

※２

， 

    充電式電池

※３

 

固定型：ガスタービン発電機，電源車， 

    電源車（緊急時対策所用） 

携帯型：ガスタービン発電機，電源車， 

    電源車（緊急時対策所用） 

 

携行型通話装置 乾電池 乾電池（予備）

※４

 

無線連絡設備 無線連絡装置

※１

 固定型：非常用所内電源， 

    通信用電源装置

※２

 

携帯型：非常用所内電源， 

    充電式電池

※５

 

固定型：ガスタービン発電機，電源車， 

    電源車（緊急時対策所用） 

携帯型：ガスタービン発電機，電源車， 

    電源車（緊急時対策所用） 

ﾄﾗﾝｼｰﾊﾞｰ 固定型：非常用所内電源， 

    無停電電源装置

※６

 

    通信連絡用蓄電池

※７

 

携帯型：非常用所内電源， 

無停電電源装置

※６

 

    通信連絡用蓄電池

※７

， 

    充電式電池

※８

 

固定型：ガスタービン発電機，電源車， 

    電源車（緊急時対策所用） 

 

携帯型：ガスタービン発電機，電源車， 

    電源車（緊急時対策所用） 

衛星電話設備 衛星電話

※１

 固定型：非常用所内電源， 

無停電電源装置

※６

 

    通信連絡用蓄電池

※７

 

携帯型：非常用所内電源， 

    無停電電源装置

※６

 

    通信連絡用蓄電池

※７

， 

    充電式電池

※９

 

固定型：ガスタービン発電機，電源車， 

    電源車（緊急時対策所用） 

 

携帯型：ガスタービン発電機，電源車， 

    電源車（緊急時対策所用） 

データ伝送 

設備 

緊急時対策支援システム

（ERSS）等へ必要なデータ

を伝送できる設備  

E-SPDS 伝送サーバ 

E-SPDS データ収集装置 

非常用所内電源， 

直流電源設備

※10

 

ガスタービン発電機，電源車 

E-SPDS データ表示装置 非常用所内電源， 

通信連絡用蓄電池

※７

 

電源車（緊急時対策所用） 

    ※１：発電所内用と発電所外用で共用。 

 ※２：通信用電源装置により２時間以上給電可能。 

 ※３：充電式電池により約 8.5 時間連続通話可能。また，非常用所内電源又は代替電源設備から給電することで通話時間を延長可能。 

 ※４：予備の電池を確保することにより７日間以上の連続通話が可能。 

 ※５：充電式電池により約８時間通話可能。また，非常用所内電源又は代替電源設備から給電することで通話時間を延長可能。 

※６：無停電電源装置により１時間以上給電可能。 

 ※７：通信連絡用蓄電池により５時間以上給電可能。 

 ※８：充電式電池により約 11 時間通話可能。また，非常用所内電源，無停電電源装置，通信連絡用蓄電池又は代替電源設備から給電することで通話時間を延長可能。 

 ※９：充電式電池により約４時間連続通話可能。また，非常用所内電源，無停電電源装置，通信連絡用蓄電池又は代替電源設備から給電することで通話時間を延長可能。 

 ※10：直流電源設備により 24 時間以上給電可能。 

＝ＳＡ設備 

（重大事故等時にも使用できる設備） 
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表２－４－２ 通信連絡設備（発電所外）の電源設備及び代替電源設備 

通信種別 主要設備 非常用電源又は無停電電源 代替電源設備 

通信連絡 

設備 
所

外

 

社

内

 

局線加入電話設備 加入電話

※８

 固定型：不要（通信回線から給電） 固定型：なし 

電力保安通信用電話設備 

 

保安電話

※１

 

 

固定型：非常用所内電源， 

    通信用電源装置

※２

 

携帯型：非常用所内電源， 

    通信用電源装置

※２

， 

    充電式電池

※３

 

固定型：電源車（緊急時対策所用） 

携帯型：電源車（緊急時対策所用） 

 

衛星保安電話 非常用所内電源， 

通信用電源装置

※２

 

電源車（緊急時対策所用） 

社内テレビ会議システム 非常用所内電源 

通信用電源装置

※２

 

電源車（緊急時対策所用） 

無線連絡設備 無線連絡装置

※１

 固定型：非常用所内電源， 

    通信用電源装置

※２

 

車載型：車載電源

※４

 

固定型：電源車（緊急時対策所用） 

車載型：なし 

衛星電話設備 衛星電話

※１，※８

 

 

固定型：非常用所内電源， 

    通信連絡用蓄電池

※５

 

携帯型：非常用所内電源， 

    通信連絡用蓄電池

※５

， 

    充電式電池

※６

 

固定型：電源車（緊急時対策所用） 

携帯型：電源車（緊急時対策所用） 

 

社

外

 

局線加入電話設備 加入設備

※８

 固定型：不要（通信回線から給電） 固定型：なし 

統合原子力防災ネットワーク 

に接続する通信連絡設備 

テレビ会議システム 非常用所内電源， 

通信連絡用蓄電池

※５

 

 

電源車（緊急時対策所用） 

 ＩＰ電話 

ＩＰ－ＦＡＸ 

衛星電話設備 衛星電話

※１，※８

 固定型：非常用所内電源， 

    通信連絡用蓄電池

※５

 

携帯型：非常用所内電源， 

    通信連絡用蓄電池

※５

， 

    充電式電池

※６

 

固定型：電源車（緊急時対策所用） 

携帯型：電源車（緊急時対策所用） 

 

データ伝送 

設備 

緊急時対策支援システム（ERSS）等

へ必要なデータを伝送できる設備  

E-SPDS 伝送サーバ 

E-SPDS データ収集装置 

非常用所内電源， 

直流電源設備

※７

 

ガスタービン発電機，電源車 

 ※１：発電所内用と発電所外用で共用。  

 ※２：通信用電源装置により２時間以上給電可能。 

 ※３：充電式電池により約 8.5 時間連続通話可能。また，非常用所内電源 

又は電源車（緊急時対策所用）から給電することで，通話時間を 

延長可能。 

 ※４：放射能観測車（モニタリングカー）の車載型電源により連続通話可能。 

 ※５：通信連絡用蓄電池により５時間以上給電可能。 

 ※６：充電式電池により約４時間連続通話可能。また，非常用所内電源，通信連絡用蓄電池 

又は電源車（緊急時対策所用）から給電することで，通話時間を延長可能。 

 ※７：直流電源設備により 24 時間以上給電可能。 

 ※８：社内用と社外用で共用。 

＝ＳＡ設備 

（重大事故等時にも使用できる設備） 
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2.5 緊急時対策所の通信連絡設備及び E-SPDS データ表示に係る耐震性 

 緊急時対策所に設置する通信連絡設備のうち，重大事故等時に使用する設備

については，基準地震動による地震力に対し，機能を維持するために，設置す

る机等の転倒防止及び通信端末の落下防止等の措置を施す。 

 また，緊急時対策所の E-SPDS データ表示に係る機能に関しては，E-SPDS サー

バも含め，耐震性を有する２号炉制御建屋及び３号炉原子炉建屋に設置し，基

準地震動による地震力に対し，機能を喪失しない設計としている。 

概要を図２－５－１及び図２－５－２に示す。 
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図２－５－１ 緊急時対策所の通信連絡設備の概要 

 

 

：基準地震動による地震力に対し機能を維持する設備 
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図２－５－２ データ伝送設備の概要 

※ 

※ 

［［［［凡例凡例凡例凡例］］］］

：基準地震動による地震力に対し，機能を維持する範囲

：ＥＲＳＳ用データ伝送（有線系）

：ＥＲＳＳ用データ伝送（無線系）

：ＥＲＳＳ用データ伝送（衛星系）

※：本店からのデータ伝送は，第２データセンター設置完了後より実施予定 
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補足説明資料１ 

通信連絡設備の一覧（発電所内） 

 

発電所内の必要な箇所と通信連絡するための設備について，設置台数，保管

場所等を表１，２，３に示す。 

 

表１ 通信連絡設備の一覧（発電所内）（１／３） 

※：発電所内用と発電所外用で共用 

主要設備 台数・保管場所 

既

存 

新

規 

写真 

送受話器 

507 台 

・中央制御室：17 台 

・緊急時対策所 

 （対策本部）：1 台 

・緊急時対策所 

 （待機場所）：1 台 

・事務建屋等：488 台 

○  

  

ﾊﾝﾄﾞｾｯﾄ  ｽﾋﾟｰｶ 

電力保安 

通信用電話 

設備

※

 

 

保安電話

（固定） 

303 台 

・中央制御室：5 台 

・緊急時対策所 

 （対策本部）：10 台 

・緊急時対策所 

 （待機場所）：4 台 

・事務建屋等：284 台 

○  

 

保安電話

（携帯） 

497 台 

・中央制御室：6 台 

・緊急時対策所 

 （対策本部）：10 台 

・緊急時対策所 

 （待機場所）：2 台 

・事務建屋等：479 台 

○  
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表２ 通信連絡設備の一覧（発電所内）（２／３） 

主要設備 台数・保管場所 

既

存 

新

規 

写真 

携行型通話装置 

【有線式】 

26 台 

・中央制御室：10 台 

・緊急時対策所 

 （対策本部）：7 台 

・緊急時対策所 

（待機場所）：2 台 

・事務建屋：7 台 

 ○ 

 

無線連絡 

設備 

無線連絡 

装置 

（固定） 

5 台 

・中央制御室：1 台 

・緊急時対策所 

 （対策本部）：1 台 

・事務建屋：3 台 

○  

 

無線連絡 

装置 

（携帯） 

18 台 

・中央制御室：2 台 

・事務建屋：16 台 

○  

 

ﾄﾗﾝｼｰﾊﾞｰ 

（固定） 

3 台 

・中央制御室：1 台 

・緊急時対策所 

 （対策本部）：1 台 

・事務建屋：1 台 

 ○ 

 

 

 

 

端末      ｱﾝﾃﾅ 

【イメージ】 

ﾄﾗﾝｼｰﾊﾞｰ 

（携帯） 

43 台 

・中央制御室：5 台 

・緊急時対策所 

 （対策本部）：20 台 

・事務建屋：18 台 

 ○ 

 

【イメージ】 

※：無線連絡設備のうち，ﾄﾗﾝｼｰﾊﾞｰは重大事故等時にも使用できる設備である。 

※ 

※ 
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表３ 通信連絡設備の一覧（発電所内）（３／３） 

主要設備 台数・保管場所 

既

存 

新

規 

写真 

衛星電話 

設備

※

 

衛星電話 

（固定） 

4 台 

・中央制御室：1 台 

・緊急時対策所 

 （対策本部）：2 台 

・事務建屋：1 台 

 ○ 

 

衛星電話 

（携帯） 

9 台 

・中央制御室：1 台 

・緊急時対策所 

 （対策本部）：5 台 

・事務建屋：3 台 

 ○ 

 

※：発電所内と発電所外で共用 
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補足説明資料２ 

通信連絡設備の一覧（発電所外） 

 

発電所外の必要な箇所と通信連絡するための設備について，設置台数，保管

場所等を表１，２，３に示す。 

 

表１ 通信連絡設備の一覧（発電所外）（１／３） 

主要設備 台数・保管場所 

既

存 

新

規 

写真 

電力保安 

通信用電話 

設備

※

 

保安電話 

（固定） 

303 台 

・中央制御室：5 台 

・緊急時対策所 

 （対策本部）：10 台 

・緊急時対策所 

 （待機場所）：4 台 

・事務建屋等：284 台 

○  

 

保安電話 

（携帯） 

497 台 

・中央制御室：6 台 

・緊急時対策所 

 （対策本部）：10 台 

・緊急時対策所 

 （待機場所）：2 台 

・事務建屋等：479 台 

○  

 

衛星保安

電話 

（固定） 

2 台 

・緊急時対策所 

 （対策本部）：1 台 

・事務建屋：1 台 

○  

 

衛星保安

電話 

（可搬） 

事務建屋：1 台 ○  

 

可搬ｱﾝﾃﾅ 電話 

※：発電所内と発電所外で共用 
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表２ 通信連絡設備の一覧（発電所外）（２／３） 

主要設備 台数・保管場所 

既

存 

新

規 

写真 

社内テレビ会議システム 

6 台 

・緊急時対策所 

 （対策本部）：1 台 

・事務建屋等：5 台 

○  

 

統合原子力

防災ネット

ワークに接

続する通信

連絡設備  

テレビ会

議システ

ム 

2 台 

・緊急時対策所 

 （対策本部）：1 台 

・事務建屋：1 台 

 ○ 

 

ＩＰ電話 

10 台 

・緊急時対策所 

 （対策本部）：4 台 

・事務建屋：6 台 

 ○ 

  

有線系   衛星系 

ＩＰ－ 

ＦＡＸ 

5 台 

・緊急時対策所 

 （対策本部）：2 台 

・事務建屋：3 台 

 ○ 

 

局線加入電話 

設備 

加入電話 

35 台（9 台）

※

 

・中央制御室：1 台（1 台） 

・緊急時対策所（対策本部） 

  ：7 台（1 台） 

・事務建屋：27 台（7 台） 

○  

 

加入電話 

（ＦＡＸ） 

11 台（3 台）

※

 

・中央制御室：1 台（0 台） 

・緊急時対策所（対策本部） 

   ：1 台（1 台） 

・事務建屋等：9 台（2 台） 

○  

 

※：災害時優先電話の台数を再掲 
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表３ 通信連絡設備の一覧（発電所外）（３／３） 

主要設備 台数・保管場所 

既

存 

新

規 

写真 

衛星電話 

設備

※

  

衛星電話

（固定） 

4 台 

・中央制御室：1 台 

・緊急時対策所 

 （対策本部）：2 台 

・事務建屋：1 台 

 ○ 

 

衛星電話 

（携帯） 

9 台 

・中央制御室：1 台 

・緊急時対策所 

   （対策本部）：5 台 

・事務建屋：3 台 

 ○ 

 

※：発電所内と発電所外で共用 
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補足説明資料３ 

データ伝送設備の一覧 

 

発電所内外の必要な箇所とデータ伝送するための設備について，設置台数，

保管場所等を表１に示す。 

 

表１ データ伝送設備の一覧（発電所内外） 

主要設備 台数・保管場所 

既

存 

新

規 

写真 

データ 

伝送設備 

（発電所内） 

E-SPDS 

データ 

表示装置 

4 台 

・中央制御室 ：2 台 

・緊急時対策所  

 （対策本部）：2 台 

 ○ 

 

 

 

 

 

【表示装置イメージ】 

データ 

伝送設備 

（発電所内） 

（発電所外） 

E-SPDS 

伝送サーバ 

一式 

（２号炉制御建屋） 

 ○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

【筐体イメージ】 
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補足説明資料４ 

機能毎に必要な通信連絡設備（発電所内） 

 

発電所内での「退避の指示」や「操作，作業の連絡」に必要な通信連絡設備

の種類，台数等について，通信連絡が必要な場所毎に整理した指揮系統を図１，

２，３に示す。 
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機能 使用する通信連絡設備 

発

電

所

内

 

退避の指示 

 

図１ 「退避の指示」における指揮系統図  

送受話器：17 台 

保安電話：11 台

※

 

衛星電話（固定）：1台 

中央制御室 

送受話器 

 

現場（屋内） 

送受話器 

 

現場（屋外） 

緊急時対策所 

（待機場所） 

送受話器：1台 

保安電話：6台

※

 

発電所構内設置台数（上記台数を除く） 

・送受話器：488 台 

・保安電話：763 台

※

 

 

※：保安電話は固定型，携帯型を含む。 

緊急時対策所 

（対策本部） 

送受話器：1台 

保安電話：20 台

※

 

衛星電話（固定）：2台 
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機能 使用する通信連絡設備 

発

電

所

内

 

操作，作業の 

連絡 

○送受話器及び保安電話等が使用できる場合 

図２ 「操作，作業の連絡」における指揮系統図（１／２） 

緊急時対策所 

（対策本部） 

送受話器：1台 

保安電話：20 台

※

 

無線連絡装置（固定）：1台 

送受話器：17 台 

保安電話：11 台

※ 

無線連絡装置（固定）：1台 

中央制御室 

送受話器 

保安電話 

現場（屋外） 

緊急時対策所 

（待機場所） 

送受話器：1台 

保安電話：6台

※

 

発電所構内設置台数（上記台数を除く） 

・送受話器：488 台 

・保安電話：763 台

※

 

 

※：保安電話は固定型，携帯型を含む。 

送受話器 

保安電話 

現場（屋内） 

無線連絡装置（車載）：１台 

放射能観測車 
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機能 使用する通信連絡設備 

発

電

所

内

 

操作，作業の 

連絡 

○送受話器及び保安電話等が使用できない場合 

図３ 「操作，作業の連絡」における指揮系統図（２／２） 

緊急時対策所 

（対策本部） 

携行型通話装置：7台 

衛星電話（固定）：2台 

ﾄﾗﾝｼｰﾊﾞｰ（固定）：１台 

携行型通話装置：10 台 

衛星電話（固定）：1台 

ﾄﾗﾝｼｰﾊﾞｰ（固定）：１台 

 

中央制御室 

衛星電話（携帯） 

ﾄﾗﾝｼｰﾊﾞｰ（携帯） 

現場（屋外） 

緊急時対策所 

（待機場所） 

携行型通話装置：2台 

携行型通話装置 

現場（屋内） 

衛星電話（携帯） 

放射能観測車 
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補足説明資料５ 

機能毎に必要な通信連絡設備（発電所外） 

 

発電所外への「通報・連絡等」に必要な通信連絡設備の種類，台数等につい

て，通信連絡が必要な場所毎に整理した指揮系統を図１，２に示す。 
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機能 使用する通信連絡設備 

発

電

所

外

 

通報・連絡等 

○保安電話及び加入電話が使用できる場合 

図１ 「通報・連絡等」における指揮系統図（１／２） 

保安電話：11 台

※

 

加入電話：１台 

中央制御室 

保安電話 

加入電話 

社内関係箇所 

発電所構内設置台数（上記台数を除く） 

・保安電話：769 台

※

 

 

※：保安電話は固定型，携帯型を含む。 

その他関係箇所 

国 

保安電話 

加入電話 

本店（即応センター） 

地方公共団体 

緊急時対策所 

（対策本部） 

保安電話：20 台

※

 

加入電話：7台 
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機能 使用する通信連絡設備 

発

電

所

外

 

通報・連絡等 

○保安電話及び加入電話が使用できない場合 

 

図２ 「通報・連絡等」における指揮系統図（２／２） 

衛星電話（固定）：1台 

 

中央制御室 

衛星電話（携帯） 

社内関係箇所 

その他関係箇所 

国 

衛星電話（携帯） 

本店（即応センター） 

地方公共団体 

緊急時対策所 

（対策本部） 

衛星電話（固定）：2台 

衛星電話（携帯）：5台 

ＩＰ電話（有線系）：2台 

ＩＰ電話（衛星系）：2台 

ＩＰ-ＦＡＸ（有線系）：1台 

ＩＰ-ＦＡＸ（衛星系）：1台 
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補足説明資料６ 

携行型通話装置等の使用方法及び使用場所 

 

携行型通話装置は，中央制御室と各現場間に敷設している通信線を用いて通

信連絡を行う。 

通常使用している通信機器が使用できない場合は，現場の携行型通話装置専

用ジャックにケーブルを接続することにより，携行型通話装置を使用した通信

連絡が可能となる。 

携行型通話装置を用いた中央制御室と現場との通信連絡概要について，図１

に示す。 

また，重大事故シーケンスで使用する通信連絡設備（携行型通話装置，トラ

ンシーバー）の使用台数を表１，２に記載する。 
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図１ ２号炉における中央制御室と現場との通信連絡概要図 
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表１ 各重要事故シーケンスで使用する携行型通話装置の台数 

※：（ ）は再掲。移動して使用する台数 

・中央制御室他に 26 台保管している。 

・本内容については現状想定している台数であり，有効性評価の審査進捗を適宜反映する。 

 

 

重要事故シーケンス 
中央 
制御室 

原子炉建屋 
原子炉棟 

原子炉建屋 
付属棟 

制御建屋 
合

計 

【炉心損傷防止】 

高圧・低圧注水機能喪失 1 ― 1 ― 2 

高圧注水・減圧機能喪失 ― ― ― ― ― 

全交流動力電源喪失 1 1

※

 (1)

※

 (1)

※

 2 

崩壊熱除去機能喪失（ＲＨＲ故障時） 1 ― 1 ― 2 

崩壊熱除去機能喪失（取水機能喪失時） 1 1

※

 (1)

※

 ― 2 

原子炉停止機能喪失 ― ― ― ― ― 

LOCA 時注水機能喪失（大破断） 1 ― 1 ― 2 

LOCA 時注水機能喪失（中小破断） 1 1

※

 (1)

※

 ― 2 

格納容器バイパス（ｲﾝﾀｰﾌｪｲｽｼｽﾃﾑ LOCA) 1 1 ― ― 2 

【格納容器破損防止】 

雰囲気圧力・温度による静的負荷 

（格納容器過圧・過温破損） 

1 ― 1 ― 2 

高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱 1 ― 1 ― 1 

原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用 1 ― 1 ― 1 

水素燃焼 1 ― 1 ― 2 

格納容器直接接触（シェルアタック） ― ― ― ― ― 

溶融炉心・コンクリート相互作用 1 ― 1 ― 2 

【ＳＦＰの燃料損傷防止】 

想定事故１ 

（SFP 補給水機能喪失） 

― ― ― ― ― 

想定事故２ 

（SFP 補給水機能喪失＋サイフォン現象による 

小規模漏えい） 

1 1 ― ― 2 

【運転停止中原子炉内の燃料損傷の防止】 

崩壊熱除去機能喪失 ― ― ― ― ― 

全交流動力電源喪失 1 1

※

 (1)

※

 (1)

※

 2 

原子炉冷却材の流出 ― ― ― ― ― 

反応度の誤投入 ― ― ― ― ― 
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表２ 各重要事故シーケンスで使用するトランシーバー（携帯）の台数 

重要事故シーケンス 屋外 

【炉心損傷防止】 

高圧・低圧注水機能喪失 9 

高圧注水・減圧機能喪失 4 

全交流動力電源喪失 13 

崩壊熱除去機能喪失（ＲＨＲ故障時） 8 

崩壊熱除去機能喪失（取水機能喪失時） 13 

原子炉停止機能喪失 6 

LOCA 時注水機能喪失（大破断） 13 

LOCA 時注水機能喪失（中小破断） 13 

格納容器バイパス（ｲﾝﾀｰﾌｪｲｽｼｽﾃﾑ LOCA) 4 

【格納容器破損防止】 

雰囲気圧力・温度による静的負荷 

（格納容器過圧・過温破損） 

13 

高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱 13 

原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用 13 

水素燃焼 13 

格納容器直接接触（シェルアタック） ― 

溶融炉心・コンクリート相互作用 13 

【ＳＦＰの燃料損傷防止】 

想定事故１ 

（SFP 補給水機能喪失） 

8 

想定事故２ 

（SFP 補給水機能喪失＋サイフォン現象による小規模漏えい） 

8 

【運転停止中原子炉内の燃料損傷の防止】 

崩壊熱除去機能喪失 ― 

全交流動力電源喪失 13 

原子炉冷却材の流出 ― 

反応度の誤投入 ― 

・緊急時対策所他に 43 台を保管している。 

・本内容については現状想定している台数であり，有効性評価の審査進捗を適宜反映する。 
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補足説明資料７ 

加入電話システムの構成 

 

加入電話については，通信事業者から電源が給電されるため，発電所内の電

源に依存しない仕様となっている。 

 加入電話システムの構成概要を図１に示す。 

 

 

 

図１ 加入電話システムの構成概要図 
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補足説明資料８ 

緊急時対策所の E-SPDS データの表示 

 

緊急時対策所（対策本部）においては，Ｅ－ＳＰＤＳデータ表示装置からプ

ロジェクターによる情報の共有ができる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）本レイアウトについては訓練結果等により変更となる可能性がある。 
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補足説明資料９ 

 

データ伝送概要と E-SPDS で確認できるパラメータ 

 

E-SPDS へのデータ入力については，耐震性を有する入力装置からデータを

収集できる設計とする。 

収集されたプラントパラメータは，緊急時対策所にデータを表示することが

できる設計とし，原子炉格納容器圧力逃がし装置の状態確認等の重大事故

等に対処するために必要なパラメータについても収集する。なお，重大事故

等対処設備の設計進捗によって，緊急時対策所での監視が必要と判断されたプ

ラントパラメータについても表示可能な設計とする。 

収集したデータは，表示装置で２週間分のデータを確認可能な設計とする。 

収集したデータのうち，主要なプラントパラメータを国の緊急時対策支援シ

ステム（ERSS）にも伝送できる設計とする。 

主な伝送パラメータを表１，２に示す。 

なお，屋外の状況を把握するため，屋外監視カメラのデータを伝送し，緊急

時対策所で確認できる設計とする。 
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図
１
 
デ
ー
タ
伝
送
の
概
要
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表１ E-SPDS で確認できる主な伝送パラメータ一覧（１／２） 

目 的 対象パラメータ 

E-SPDS 

入力 

ERSS 

伝送 

炉心反応度

の状態確認 

中性子束 

ＡＰＲＭレベル(平均) ○ ○ 

ＳＲＮＭ対数計数率 ○ ○ 

ＳＲＮＭ計数率高高 ○ ○ 

ＳＲＮＭ線形％出力 ○ ○ 

制御棒位置 全制御棒全挿入 ○ ○ 

炉心冷却の

状態確認 

原子炉水位 

原子炉水位(広帯域) ○ ○ 

原子炉水位(燃料域) ○ ○ 

原子炉圧力 原子炉圧力(広帯域) ○ ○ 

原子炉冷却材温度 

ＰＬＲポンプ(A)入口温度 ○ ○ 

ＰＬＲポンプ(B)入口温度 ○ ○ 

主蒸気逃がし弁の状態 主蒸気逃がし安全弁 弁開閉状態 ○ ○ 

残留熱除去系流量 

ＲＨＲポンプ(A)出口流量 ○ ○ 

ＲＨＲポンプ(B)出口流量 ○ ○ 

ＲＨＲポンプ(C)出口流量 ○ ○ 

高圧炉心スプレイ系流量 ＨＰＣＳポンプ出口流量 ○ ○ 

低圧炉心スプレイ系流量 ＬＰＣＳポンプ出口流量 ○ ○ 

原子炉隔離時冷却系流量 ＲＣＩＣポンプ出口流量 ○ ○ 

所内母線電圧 

６．９ｋＶ母線６－２Ａ電圧 ○ ○ 

６．９ｋＶ母線６－２Ｂ電圧 ○ ○ 

６．９ｋＶ母線６－Ｅ電圧 ○ ○ 

６．９ｋＶ母線６－２ＳＡ１電圧 ○ ○ 

６．９ｋＶ母線６－２ＳＡ２電圧 ○ ○ 

６．９ｋＶ母線６－２ＳＢ１電圧 ○ ○ 

６．９ｋＶ母線６－２ＳＢ２電圧 ○ ○ 

６．９ｋＶ母線６－２Ｃ電圧 ○ ○ 

６．９ｋＶ母線６－２Ｄ電圧 ○ ○ 

６．９ｋＶ母線６－２Ｈ電圧 ○ ○ 

非常用ディーゼル発電機の運転状態 

Ｄ／Ｇ ２Ａ しゃ断器投入 ○ ○ 

Ｄ／Ｇ ２Ｂ しゃ断器投入 ○ ○ 

ＨＰＣＳ Ｄ／Ｇ しゃ断機投入 ○ ○ 

燃料の状態

確認 

原子炉水位 

原子炉水位(広帯域) ○ ○ 

原子炉水位(燃料域) ○ ○ 

原子炉圧力 原子炉圧力(広帯域) ○ ○ 

格納容器内放射線レベル 

Ｄ／Ｗ放射線モニタＡ ○ ○ 

Ｄ／Ｗ放射線モニタＢ ○ ○ 

Ｓ／Ｃ放射線モニタＡ ○ ○ 

Ｓ／Ｃ放射線モニタＢ ○ ○ 

使用済燃料

プールの状

態確認 

燃料プール水位 燃料プール水位 ○ － 

燃料プール温度 燃料プール温度 ○ － 

燃料プール周辺線量率 燃料プール放射線モニタ ○ － 

原子炉格納

容器の状態

確認 

格納容器内圧力 

ドライウェル圧力 ○ ○ 

圧力抑制室圧力 ○ ○ 

格納容器内温度 ＲＰＶベローシール部周辺温度 ○ ○ 

サプレッションプール水位 サプレッションプール水位 ○ ○ 

サプレッションプール水温 サプレッションプール水温 ○ ○ 

原子炉格納容器水素濃度 

ＣＡＭＳ水素濃度Ａ ○ ○ 

ＣＡＭＳ水素濃度Ｂ ○ ○ 

原子炉格納容器酸素濃度 

ＣＡＭＳ酸素濃度Ａ ○ ○ 

ＣＡＭＳ酸素濃度Ｂ ○ ○ 

格納容器内放射線レベル 

Ｄ／Ｗ放射線モニタＡ ○ ○ 

Ｄ／Ｗ放射線モニタＢ ○ ○ 

Ｓ／Ｃ放射線モニタＡ ○ ○ 

Ｓ／Ｃ放射線モニタＢ ○ ○ 

格納容器スプレイ弁開閉状態 格納容器スプレイ隔離弁 弁開閉状態 ○ ○ 
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表２ E-SPDS で確認できる主な伝送パラメータ一覧（２／２） 

目 的 対象パラメータ 

E-SPDS 

入力 

ERSS 

伝送 

放射能隔離

の状態確認 

排気筒モニタ 

スタック放射線モニタ（ＩＣ）Ａ ○ ○ 

スタック放射線モニタ（ＩＣ）Ｂ ○ ○ 

スタック放射線モニタ（ＳＣＩＮ）Ａ ○ ○ 

スタック放射線モニタ（ＳＣＩＮ）Ｂ ○ ○ 

ＳＧＴＳモニタ 

ＳＧＴＳ放射線モニタ（ＩＣ）Ａ ○ ○ 

ＳＧＴＳ放射線モニタ（ＩＣ）Ｂ ○ ○ 

格納容器隔離弁の状態 

ＰＣＩＳ内側隔離 弁開閉状態 ○ ○ 

ＰＣＩＳ外側隔離 弁開閉状態 ○ ○ 

主蒸気隔離弁の状態 

主蒸気第一隔離弁 全弁開閉状態 ○ ○ 

主蒸気第二隔離弁 全弁開閉状態 ○ ○ 

非常用ガス処理系の状態 非常用ガス処理系の作動状態 ○ ○ 

環境への影

響確認 

モニタリングポスト 

モニタリングポストＩＣ線量率Ｈ１ ○ ○ 

モニタリングポストＩＣ線量率Ｈ２ ○ ○ 

モニタリングポストＩＣ線量率Ｈ３ ○ ○ 

モニタリングポストＩＣ線量率Ｈ４ ○ ○ 

モニタリングポストＩＣ線量率Ｈ５ ○ ○ 

モニタリングポストＩＣ線量率Ｈ６ ○ ○ 

モニタリングポストＮａＩ線量率Ｌ１ ○ ○ 

モニタリングポストＮａＩ線量率Ｌ２ ○ ○ 

モニタリングポストＮａＩ線量率Ｌ３ ○ ○ 

モニタリングポストＮａＩ線量率Ｌ４ ○ ○ 

モニタリングポストＮａＩ線量率Ｌ５ ○ ○ 

モニタリングポストＮａＩ線量率Ｌ６ ○ ○ 

気象情報 

風向（観測鉄塔） ○ ○ 

風向（露場観測） ○ ○ 

風速（観測鉄塔） ○ ○ 

風速（露場観測） ○ ○ 

大気安定度 ○ ○ 

主蒸気管放射線モニタ 主蒸気管放射能高高 ○ ○ 

非常用炉心

冷却系（ＥＣ

ＣＳ）の状態

等 

ＥＣＣＳの状態（自動減圧系） 自動減圧系の作動状態 ○ ○ 

ＥＣＣＳの状態（原子炉隔離時冷却系） 原子炉隔離時冷却系の作動状態 ○ ○ 

ＥＣＣＳの状態（高圧炉心スプレイ系） 高圧炉心スプレイ系の作動状態 ○ ○ 

ＥＣＣＳの状態（低圧炉心スプレイ系） 低圧炉心スプレイ系の作動状態 ○ ○ 

ＥＣＣＳの状態（残留熱除去系） 残留熱除去系の作動状態 ○ ○ 

ＥＣＣＳの状態（低圧注水モード） 残留熱除去系（低圧注水モード）の作動状態 ○ ○ 

格納容器内雰囲気の測定状態 格納容器内雰囲気の測定状態 ○ ○ 

給水流量 総給水流量 ○ ○ 

その他 放水口モニタ 放水口モニタ（２号機） ○ ○ 

重大事故等

対処設備の

状態 

原子炉格納容器圧力逃がし装置 

フィルタ装置出口水素濃度 ○ － 

フィルタ装置出口放射線レベル ○ － 

フィルタ装置入口圧力 ○ － 

フィルタ装置出口圧力 ○ － 

フィルタ装置水位 ○ － 

フィルタ装置水温度 ○ － 
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補足説明資料１０ 

E-SPDS の過去のデータ閲覧 

 

E-SPDS サーバに収集される主要なプラントパラメータは，２週間分（１分周

期）のデータを保存できる仕様とする。 

サーバに保存されたデータについては，緊急時対策所に設置する E-SPDS デー

タ表示装置から外部媒体へ保存できる仕様とする。 

重大事故等が発生した場合には，緊急時対策所において，主要なプラントパ

ラメータを外部媒体へ保存し保管する手順を整備する。これにより，E-SPDS デ

ータ表示装置にて外部媒体に保存された過去のデータを閲覧することが可能と

する。 

緊急時対策所には，E-SPDS データ表示装置を２台設置し，１台の表示装置で

プラントパラメータを監視しながら，別の表示装置で過去のデータを閲覧する

ことも可能とする。 

 

 

図１ E-SPDS の過去のデータ閲覧の概要図 
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補足説明資料１１ 

緊急時対策所の E-SPDS データ表示に係る耐震性 

 

緊急時対策所の E-SPDS データ表示に係る機能に関しては，基準地震動による

地震力に対し，機能を維持するため，表１に記載する措置を講じる。 

表１ 緊急時対策所の E-SPDS データ表示に係る耐震措置一覧 

場 所 主要設備 耐震措置 

２号炉制御建屋 

E-SPDS 

伝送サーバ 

データ収集装置 

・伝送サーバ等へのデータ入力に

ついては，トリップチャンネル

盤から信号を分岐し，耐震性の

あるデータ収集装置へ入力する

設計とする。 

・伝送サーバ等の計算機システム

については，耐震仕様とする。 

・伝送サーバ等を設置する筐体に

ついては，耐震性を有する２号

炉制御建屋に設置して転倒防止

の措置を施す。 

建屋間 

伝送設備 

通信機器 

・通信機器を設置するラックは，

耐震性を有する２号炉制御建屋

に設置して，転倒防止の措置を

施すとともに，内装する通信機

器については固縛等を施す。

※

 

建屋間 建屋間伝送ルート 

・建屋間伝送ルートについては，

有線系および無線系回線を確保

する。 

・無線用アンテナについては，耐

震性を有する２号炉原子炉建屋

屋上と３号炉原子炉建屋屋上に

設置して転倒防止の措置を施

す。

※

 

緊急時対策所 

（３号炉原子炉建

屋） 

建屋間 

伝送設備 

通信機器 

・通信機器を設置するラックは，

耐震性を有する緊急時対策所に

設置して転倒防止の措置を施す

とともに，内装する通信機器に

ついては固縛等を施す。

※

 

E-SPDSデータ表示装置 ・転倒防止の措置を施す。

※

 

※：汎用品である通信機器については，加振試験等により機能喪失しないことを確認する。 

また，故障時に取替可能なよう予備品を保有する。 



 

補 12-1 

補足説明資料１２ 

緊急時対策所の通信連絡設備の耐震性 

 

緊急時対策所に設置する通信連絡設備については，基準地震動による地震力

に対し，機能を維持するため，表１の記載する措置を講じる。 

 

表１ 緊急時対策所の通信連絡設備に係る耐震措置一覧 

場 所 主要設備 耐震措置 

発電所内用 

携行型通話装置 

・通信ケーブルについては，耐震性を有す

る電路に敷設する。 

・加振試験等により基準地震動による地震

力に対して機能が喪失しないことを確

認する。 

無線連絡設備 

トランシーバー 

（固定，携帯） 

・トランシーバーは，設置する机等の転倒

防止及び通信端末の落下防止等の措置

を施す。 

・加振試験等により基準地震動による地震

力に対して機能が喪失しないことを確

認する。 

・固定型の通信，電源ケーブルについては耐

震性を有する電路に敷設する。 

衛星電話設備

※

 

衛星電話 

（固定，携帯） 

・衛星電話は，設置する机等の転倒防止及

び通信端末の落下防止等の措置を施す。 

・加振試験等により基準地震動による地震

力に対して機能が喪失しないことを確

認する。 

・固定型の通信，電源ケーブルについては耐

震性を有する電路に敷設する。 

発電所外用 

統合原子力防災ネッ

トワークに接続する

通信連絡設備 

テレビ会議システム 

・通信機器を設置するラックは転倒防止の

措置を施すと共に，内装する通信機器は

固縛等を施す。 

・ＩＰ電話は，設置する机等の転倒防止及

び通信端末の落下防止等の措置を施す。 

・テレビ会議システム及びＩＰ－ＦＡＸは転

倒防止の措置を施す。 

・加振試験等により基準地震動による地震

力に対して機能が喪失しないことを確

認する。 

・通信，電源ケーブルについては耐震性を

有する電路に敷設する。 

ＩＰ電話 

ＩＰ－ＦＡＸ 

衛星電話設備

※

 

衛星電話 

（固定，携帯） 

・衛星電話は，設置する机等の転倒防止及

び通信端末の落下防止等の措置を施す。 

・加振試験等により基準地震動による地震

力に対して機能が喪失しないことを確

認する。 

・固定型の通信，電源ケーブルについては耐

震性を有する電路に敷設する。 

※ 発電所内と発電所外で共用
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補足説明資料１３ 

緊急時対策所の通信連絡設備の電源設備 

 

緊急時対策所の通信連絡設備は，通常，発電所の非常用所内電源系統から受

電しており，代替電源設備として電源車（緊急時対策所用）からの受電も可能

とする。 

電源車（緊急時対策所用）起動までの間は，必要となる通信連絡設備は通信

連絡用蓄電池によって給電され，通信連絡機能を維持できる設計とする。 

緊急時対策所の通信連絡設備への給電を説明したタイムチャートを図１に示

す。 

また，通信連絡用蓄電池の停電補償時間については，表１に記載する。 

 

 

 

表１ 緊急時対策所の通信連絡用蓄電池の仕様及び負荷容量 

 

 

 

 

 

図１ 緊急時対策所の通信連絡設備への給電タイムチャート 
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表１ 通信連絡用蓄電池の停電補償時間 

 

通信連絡用蓄電池から給電可能な 

通信連絡設備 

負荷容量 

負荷容量

合計 

最大出力 

停電 

補償時間 

E-SPDS データ表示端末 

（約 0.33kW×１式） 

約 0.33kW 

約 2.28kW 

7.5kVA 

(1.5kVA×5台) 

 

5 時間 

以上 

衛星電話（固定） 

（約 0.04kW×２台） 

約 0.08kW 

衛星電話（携帯） 

（約 0.03kW×５台） 

約 0.15kW 

ﾄﾗﾝｼｰﾊﾞｰ（固定） 

（約 0.07kW×１台） 

約 0.07kW 

ﾄﾗﾝｼｰﾊﾞｰ（携帯） 

（約 0.008kW×20 台） 

約 0.16kW 

統合原子力 

防災ネットワーク

に接続する 

通信連絡設備 

通信機器 

（約 0.47kW×１式） 

約 0.47kW 

テレビ会議システム 

（約 0.08kW×１式） 

約 0.08kW 

ＩＰ電話 

（0W

※

×１式） 

0W 

ＩＰ－ＦＡＸ 

（0.94kW×１式） 

約 0.94kW 

※：統合原子力防災ネットワークの通信機器から給電するため，負荷の計上は無し。 

 

 

【参考】通信連絡用蓄電池の１台あたりの仕様 

最大出力 蓄電容量 

1.5kVA 5kWh 

 

 

 

 


